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結婚や出産・子育てをめぐる国民の希望と現実との乖離
～急速な少子化を招いている社会的な要因～

○将来推計人口（平成18年中位推計）において想定されている日本の将来像と、実際の国民の希望とは大
きく乖離。

○この乖離を生み出している要因としては、雇用の安定性や継続性、仕事と生活の調和の度合い、育児不
安などが指摘されており 出産 子育てと働き方をめぐる問題に起因すると ろが大きい安などが指摘されており、出産・子育てと働き方をめぐる問題に起因するところが大きい。

将来人口推計における2055年の姿
（平成18年12月推計）

この乖離を生み出している要因（各種調査や実証研究より）

夫婦の出生児数1.69人生涯未婚率23.6% ×

合計特殊出生率1 26

結婚：経済的基盤、雇用・キャリアの将来の見通
し、安定性

・ 収入が低く、雇用が不安定な男性の未婚率が高い

非 規雇用や育児休業が利用 きな 職場 働く女性 未合計特殊出生率1.26

出産：子育てしながら就業継続できる見通し、仕事

・ 非正規雇用や育児休業が利用できない職場で働く女性の未
婚率が高い

現在の実際の国民の希望

大きな乖離 と生活の調和の確保度合い

・ 育児休業が取得できる職場で働く女性の出産確率は高い

・ 長時間労働の家庭の出産確率は低い

現在の実際の国民の希望

9割以上が結婚希望 ×
夫婦の希望子ども数

2人以上

特に第2子以降：夫婦間の家事・育児の分担度合
い、育児不安の度合い

・ 男性の家事・育児分担度が高い家庭では、第2子以降の

合計特殊出生率1.75
男性 家事 育児分 度 高 家庭 、第 降

出産意欲が高く、継続就業割合も高い

・ 育児不安の程度が高い家庭では、第2子以降の出産意欲
が低い
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女性の出産後の就業継続
妊娠・出産前後に退職した理由

4.7% 5.7% 6.1% 8.2%
100%

子どもの出生年別、第１子出産前後の妻の就業経歴

○女性の出産後の継続就業は依然として困難
妊娠・出産前後に退職した理由
（「これまでの退職経験」として、妊娠・出産前後に退職して
いた女性正社員）

子を持つ前と仕
事の内容や責
任等が変わ て

特にない

34.6% 32.3% 32.0% 25.2%

70%

80%

90%

9.8%1.5%2.6%

任等が変わって
しまい、やりが
いを感じられなく
なった（なりそう
だった）

その他

解雇され
た 退職勧

35.7% 37.7% 39.5%
41.3%

30%

40%

50%

60%
9.0%

39.0%

家事・育児に専念するため
自発的にやめた

た、退職勧
奨された

出産前有職66.6

5.1% 8.0% 10.3% 13.8%
19.9% 16.4% 12.2% 11.5%

0%

10%

20%

30% 26.1%
7.2%

4.7%

仕事を続けたかった
が 仕事と育児の両

出産後継続就業率
38％

(100)%

0%

1985-89 1990-94 1995-99 2000-04
子どもの出生年

就業継続（育休利用） 就業継続（育休なし）
出産退職 妊娠前から無職
その他・不詳

夫の勤務地や夫
の転勤の問題で
仕事を続けるのが
難しかった

が、仕事と育児の両
立の難しさでやめた

結婚、出産、育
児を機に辞めた
が、理由は結
婚、出産等に直
接関係ない

その他 不詳

（資料）国立社会保障・人口問題研究所「第１３回出生動向基本調査（夫婦調
査）」

目標値（子ども・子育てビジョン参考指標）

難

①勤務時間があいそうもなかった （６５．４％）

②職場に両立を支援する雰囲気がなかった （４９．５％）

③自分の体力がもたなそうだ た （ ）

両立が難しかった具体的理由

目標値（子ども 子育て ジョン参考指標）

第１子出産前後の女性の継続就業率

３８％（平成１７年） → ５５％（平成２９年）

③自分の体力がもたなそうだった （４５．７％）

④育児休業を取れそうもなかった （２５．０％）

出典：三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング「両立支援に係る諸問題に

関する総合的調査研究」（平成２０年）
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女性の労働力率（各国比較）

○ 日本の女性の労働力率は、先進諸国に比べるとM字カーブの傾向が顕著である。

出所： 日本：総務省「労働力調査」
その他：ILO「LABORSTA」
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15～19歳 20～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～49歳 50～54歳 55～64 歳 65歳以上

未婚平成21年 未婚平成16年 未婚平成11年

有配偶平成21年 有配偶平成16年 有配偶者平成11年

15 19歳 20 24歳 25 29歳 30 34歳 35 39歳 40 44歳 45 49歳 50 54歳 55 64 歳 65歳以上

資料出所：総務省統計局「労働力調査」（平成11、16、21年） 5



末子の年齢別母親の労働力率の推移末子の年齢別母親の労働力率の推移
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１５歳～１７歳

35

40

45 １５歳～１７歳

30
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出典：総務省「労働力調査詳細調査」
平成１４年～２１年 年平均
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男性の育児休業取得・育児への関わり

育児休業取得率の推移

○育児休業を利用したい男性は３割を超える。○男性の育児休業取得・育児への関わりは低調

（ニッセイ基礎研究所「今後の仕事と家庭の両立支援に
関する調査」（平成20年））

 取得しやすい どちらかといえば取得しやすい どちらかといえば取得しにくい 取得しにくい 無回答

○職場においては男性の育児休業が取得しにくい
雰囲気が強い

64.0

56.4

0.33

0.42

平成１４年度

平成１１年度

男性

34.5 36.7 20.1 5.4

0 7

3.4
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企業調査
n=763

女性が
取得す
る場合

取得し
やすい
計

取得 し
に くい
計

71 .2 25 .4

90 6

72.3

1.23

0.50

平成２０年度

平成１７年度

男性

女性

36.9

4 1

36.6

16 0

15.5

46 8

10.3

29 9

3.3

0.7

従業員調査
n=1,553

企業調査

る場合

73 .5 25 .8

90.6

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

平成２０年度

出典：厚生労働省「雇用均等基本調査」（平成２０年）

目標値（子ども・子育てビジョン参考指標）

男性の育児休業取得率

4.1 16.0

10.4

46.8

36.1

29.9

50.3

1.5 1.7

企業調査
n=763

従業員調査
n=1,553

共働き
の男性
が取得
する場
合

20 .1 76 .7

12 .0 86 .3

男性の育児休業取得率

1.23％（平成20年）→10％（平成29年）

６歳未満の子どもをもつ男性の育児・家事関連時間

（ ） （ ）

注１：「取得しやすい計」は「取得しやすい」、「どちらかといえば
取得しやすい」の計。「取得しにくい計は「どちらかといえば
取得しにくい」、「取得しにくい」の計。

注２：規模別の９人以下（38社、28人）は、サンプルが少ないので
１日あたり60分（平成18年）→１日あたり２時間30分（平成29年） 注２：規模別の９人以下（38社、28人）は、サンプルが少ないので

表示していない。

出典：ニッセイ基礎研究所「今後の仕事と家庭の両立支援に関する調査」（平成２０年）
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改正育児・介護休業法の概要

○ 子育て期間中に、短時間勤務や残業なしで働き続けるようにする。
○ 子の看護休暇制度を拡充する

１ 子育て期間中の働き方の見直し

○ 子の看護休暇制度を拡充する。

２ 父親も子育てができる働き方の実現

○ 父親の育児休業取得を促進する仕組みを設ける。

○ 介護のための１日単位の休暇制度を設ける。

３ 仕事と介護の両立支援

○ 紛争を迅速に解決するための仕組みを設ける

４ 実効性の確保

○ 紛争を迅速に解決するための仕組みを設ける。

○ 法違反に対する公表制度などを設ける。

【施行期日】 平成22年6月30日（ただし一部の規定は 常時１００人以下の労働者を雇用する事業主については平成24年7月1日）【施行期日】 平成22年6月30日（ただし一部の規定は、常時１００人以下の労働者を雇用する事業主については平成24年7月1日）
４のうち、調停については平成２２年４月１日、その他は平成21年9月30日。
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出生 1歳 3歳 就学

育児・介護休業法改正内容のイメージ図
現 行 改正後育児 育児

出生 1歳 3歳 就学

育児休業
１歳まで請求できる権利。保育所に入所できない等一
定の場合は１歳半まで延長可能 育児休業

１歳（両親ともに育児休業を取得した場合、１歳２か月）
まで請求できる権利。保育所に入所できない等一定の
場合は１歳半まで延長可能

パパ・ママ育休プラス出生 1歳 3歳 就学

勤務時間短縮等の措置
①勤務時間の短縮
②所定外労働の免除
③フレックスタイム
④始業 終業時刻の繰り上げ下げ

場合は１歳半まで延長可能

所定労働時間の短縮措置

所定外労働の免除

※適用除外あり

努力義務

事業主にいずれかの措置を講ずるこ
とを義務付け

④始業・終業時刻の繰り上げ下げ
⑤託児施設の設置運営
⑥⑤に準ずる便宜の供与
⑦育児休業に準ずる制度

措置
③フレックスタイム
④始業・終業時刻の繰り上げ下げ
⑤託児施設の設置運営
⑥⑤に準ずる便宜の供与

所定外労働の免除

努力義務

※のうち、業務の性質等
に照らして適用除外とな
る労働者については、③
～⑦までのいずれかの措

法定時間外労働 制限

とを義務付け

子の看護休暇（年５日まで） 子の看護休暇
（子１人につき年５日まで、年10日を上限）

⑥⑤に準ずる便宜の供与
⑦育児休業に準ずる措置

⑦
置を講ずることを義務付
け（子が３歳まで）

法定時間外労働の制限 （月24H、年150Hまで）

深夜業の免除

介護 介護

法定時間外労働の制限 （月24H、年150Hまで）

深夜業の免除

介護休業（対象家族１人につき93日まで）

勤務時間短縮等の措置（介護休業とあわせて93日まで）

介護 介護

介護休業（対象家族１人につき93日まで）

所定労働時間短縮等の措置（介護休業とあわせて93日まで）

介護休暇
（家族１人につき年５日まで、年10日を上限）

勤務時間短縮等の措置（介護休業とあわせて93日まで） 所定労働時間短縮等の措置（介護休業とあわせて93日まで）
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育児・介護休業法の概要

○ 子が１歳（一定の場合は １歳半）に達するまで

育児休業・介護休業制度
○ 子が１歳（ 定の場合は、１歳半）に達するまで

（父母ともに育児休業を取得する場合は、子が１歳２ヶ月に達するまでの間の１年間＜パパ・ママ育休プラス＞）
の育児休業の権利を保障

○ 対象家族１人につき、常時介護を必要とする状態に至るごとに１回、通算して９３日まで、介護休業の権利を保障
※一定の条件を満たした期間雇用者も取得可能※ 定の条件を満たした期間雇用者も取得可能

○ 小学校就学前までの子が１人であれば年５日、２人
以上であれば年１０日を限度として看護休暇付与を

○ ３歳に達するまでの子を養育する労働者について、
短時間勤務の措置（１日原則６時間）を義務づけ

子の看護休暇制度短時間勤務等の措置

以上であれば年１０日を限度として看護休暇付与を
義務づけ

短時間勤務の措置（１日原則６時間）を義務づけ

○ 常時介護を必要とする状態にある対象家族の介護
を行う労働者に対し、次のいずれかの措置を事業主

に義務づけ ○ 要介護状態にある対象家族が１人であれば年５日

介護休暇制度

○ 小学校就学前までの子を養育し 又は介護を行う

に義務づけ
①短時間勤務制度 ②フレックスタイム制

③始業・終業時刻の繰上げ・繰下げ ④介護費用の援助措置

時間外労働の制限

転勤に いて 配慮

○ 要介護状態にある対象家族が１人であれば年５日、
２人以上であれば年１０日を限度として介護休暇

付与を義務づけ

○ 小学校就学前までの子を養育し、又は介護を行う
労働者が請求した場合、１か月２４時間、１年１５０時

間を超える時間外労働を制限 ○ 労働者を転勤させる場合の、育児又は介護の状況
についての配慮義務

転勤についての配慮

所定外労働の免除

○ 育児休業等を取得したこと等を理由とする解雇
その他の不利益取扱いを禁止

深夜業 制限

不利益取扱いの禁止
○ ３歳に達するまでの子を養育する労働者が請求した

場合、所定外労働を免除

所定外労働の免除

○ 小学校就学前までの子を養育し、又は介護を行う
労働者が請求した場合、深夜業を制限

深夜業の制限
※下線部は、平成２１年６月の法改正により改正された部分。

改正法の施行日：原則として平成２２年６月３０日（ただし、一部の規定は、
常時１００人以下の労働者を雇用する事業主については平成２４年７月１日）
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仕事と家庭の両立支援対策の概要

両立支援制度を利用しやすい両立支援制度を利用しやすい
職 境づく職 境づく

法律に基づく両立支援制度の整備法律に基づく両立支援制度の整備

長時間労働の抑制、年
次有給休暇の取得促進

職場環境づくり職場環境づくり

次世代法に基づく事業主の取組推進妊娠中・出産後の母性保護、母性健康
管理（労働基準法、男女雇用機会均等法）

その他その他

等全体のワーク・ライ
フ・バランスの推進

・仕事と家庭を両立しやすい環境の整備等に関する行
動計画の策定・公表・従業員への周知

（３０１人以上は義務、３００人以下は努力義務

※平成２３年４月から１０１人以上は義務）

・産前産後休業（産前６週、産後８週）、軽易な
業務への転換、時間外労働・深夜業の制限

・医師の指導等に基づき、通勤緩和、休憩、休業
等の措置を事業主に義務づけ

・一定の基準を満たした企業を認定（くるみんマー
ク）

助成金を通じた事業主への支援

等の措置を事業主に義務づけ

・妊娠・出産を理由とする解雇の禁止 等

育児休業等両立支援制度の整備（育児・介
護休業法）

男性の育児休業取得促
進等男性の子育てへの
関わりの促進

助成金を通じた事業主 の支援

・事業所内保育施設、短時間勤務制度など、両立
支援に取り組む事業主へ各種助成金を支給

護休業法）

・子が満１歳（両親ともに育児休業を取得した場
合、１歳２ヶ月＝“パパ・ママ育休プラス”※）まで
（保育所に入所できない場合等は最大１歳半ま
で）の育児休業

保育所待機児童の解
消・放課後児童クラブ

の充実

表彰等による事業主の意識醸成

・仕事と家庭のバランスに配慮した柔軟な働き方
ができる企業を表彰（均等・両立推進企業表彰）

で）の育児休業

・子が３歳に達するまでの短時間勤務制度、所定外
労働の免除※

・育児休業を取得したこと等を理由とする解雇その
他の不利益取扱いの禁止 等

子育て女性等の再就職
支援

（マザーズハローワー他の不利益取扱いの禁止 等

※平成21年７月１日公布の改正法により拡充。施行日は原則と
して平成22年６月30日。

（ ザ ズ ワ
ク事業）

希望する方すべてが子育て等をしながら安心して働くことができる社会の実現
女性の継続就業率 ３８％（平成１７年）→５５％（平成２９年）

男性の育児休業取得率 １．２３％（平成２０年）→１０％（平成２９年）
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女性が働き続けることができる社会に向けての
今後の政策課題①

• 両立支援制度導入と職場環境整備を同時に進める両立支援制度導入と職場環境整備を同時に進める

制度導入だけでなく、トップ・中間管理職を含め職場全体
意識改革 環境づくりが大切の意識改革・環境づくりが大切。

取組が遅れている企業への指導・支援を効果的に実施。

企業の先進的取組へのインセンティブ・優遇策のさらなる
検討が必要。（現在、各種助成金、くるみんマークの周知、検討が必要。（現在、各種助成金、くるみんマ クの周知、
ＷＬＢ関連調査研究等の入札における加点等を実施。）

• 男性の子育て参加促進が鍵！• 男性の子育て参加促進が鍵！

男性の育児休業取得促進をきっかけとする子育て参加の
促進、男性も含めての全体のＷＬＢの推進が重要。
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女性が働き続けることができる社会に向けての
今後の政策課題②

・ 介護への対応介護への対応

・ 有期契約労働者への両立支援制度適用の推進

・ ポジティブアクションの推進

・ 保育サービスの充実・ 保育サ ビスの充実

現金・保育サービス等の現物・働き方の見直しを3本柱で
強力に進めることが必要強力に進めることが必要

→ 幼保一体化を含む新たな次世代育成支援のための
包括的・一元的なシステムの構築を検討中（6月までに基本
的方向をとりまとめ）
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ＧＯＡＬＧＯＡＬ

• 希望するすべての女性が育児や介護にかかわらず
就業継続 きる就業継続できる。

• 男性のＷＬＢ、子育て参加が進む。男性のＷＬＢ、子育て参加が進む。

• すべての子どもの育ちを大切にする。

以上の3点を同時に達成することが重要！以上の3点を同時に達成することが重要！
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ご静聴ありがとうございましたご静聴ありがとうございました
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